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1. はじめに 

高度経済成長期に建設された社会基盤施設の老朽化

が顕在化し，厳しい制約下の維持管理が要求される．施

設の将来に亘る維持更新費用を見積もり，財源の事前

確保が重要である．しかし，例えば原則単年度主義に従

う自治体では，事前の多額の財源の確保が困難である．

加えて，維持更新費用には，突発的な自然災害や施設の

劣化過程の不確実性に起因する不確実性が伴う．前者

に対しては様々な公的支援が存在するが，後者の対策

は現状ない．後者に関して，点検データを用いた統計的

劣化予測モデル 1)の発展が近年著しく，不確実性の定量

的評価が可能である．以上より，本研究では，社会基盤

施設の劣化過程の不確実性に起因する維持更新費用の

不確実性をリスクと定義する．その上で，リスクを定量

的に評価し，損害保険分野で適用が進むパラメトリッ

ク型保険 2)を適用することで，リスクの低減を図る．  

2. 本研究の基本的な考え方 

リスクの制御手法として，リスク事象の生起確率を

減少させるリスクコントロールと，被害を全体に分散

させるリスクファイナンスがある．社会基盤施設の維

持管理では，予防保全や維持更新の優先順位付けなど

の主にリスクコントロールが着目されてきた．一方，本

研究におけるリスクの観点からリスクファイナンスを

検討した事例は存在しない．内閣府 3)によれば，リスク

ファイナンスとは，リスクの時空間的な移転により

個々の被害を軽減または早期に回復させるものである．

本研究で提案される保険に複数の管理者が加入するこ

とでリスクの空間的な移転が実現される．さらに，本ス

キームは保険であるため，一定の保険料を対価として

要するが，リスクの時間的な移転が可能となる． 

保険には様々な種類があるが，本研究ではパラメト

リック型保険の適用を検討する．パラメトリック型保

険とは，契約時に定められたトリガーとなる事象(以下，

トリガーイベント)の発生を受けて，予め定められた保

険金が支払われる保険である．従来保険では被害の調

査に時間や費用を要する一方，パラメトリック型保険

ではその必要がないため，保険金の即時的な支払いが

可能となる．パラメトリック型保険を本リスクに適用

すると，施設の状態の評価指標である健全度に基づい

てスキームを策定できる．パラメトリック型保険の適

用は，予算が年 1 回しか決定できない自治体に対して，

保険金の即時的な支払いという点において有用であり，

同様に即時的に修繕行動をとれるため，施設の余計な

劣化やそれに伴う維持更新費用の増大を防止できる．  

3. モデルの定式化 

社会基盤施設の劣化過程の予測モデルとして，マル

コフ劣化ハザードモデル 2)を用いる．状態が離散的な𝐼

段階の健全度として評価される場合，期間𝑧において健

全度が𝑖から𝑗へ推移する確率𝜋!"(𝑧)は以下である． 
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𝜃!は健全度𝑖のハザード率であり，施設に対する点検デ

ータを与件として最尤法などで推定できる． 

4. 分析手法 

保険期間は𝑇年間とする．対象とする社会基盤施設は

𝐾個の要素から構成されており，これら全体からなる集

合をΩとする．Ωを𝑆個の非交差的な大きさ𝐾#の部分集合

Ω#に分割する．𝑡年度に点検と修繕がΩ$!に対して実施さ

れるとし，𝑆%は𝑡の𝑆による剰余を表す．各構成要素の状

態は𝐼段階の離散的な健全度として評価されるとする．

健全度𝑖の構成要素に対する修繕費を𝑐!とし，修繕後は

健全度 1 へ回復するとする．健全度𝑖の管理水準を𝑝!と

し，健全度𝑖の構成要素の割合が𝑝!以下となるよう修繕

される．𝑡年度のΩ$!に対する修繕割合を𝛾!,$!(𝑡)とする． 

本保険におけるトリガーイベントを，点検により観

測された健全度𝑖と期待される健全度𝚤の̃差が1以上であ 
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る場合とする．𝚤を̃確率変数とし，トリガーイベントが

発生した際の保険金𝐵!(𝑡)を以下のように定める． 

𝐵!(𝑡) = 𝐸)̃,,0𝑏!,)̃2 =&𝑏!,)̃ ⋅ 𝑢5 )̃(𝑡)
!%&

)̃'&

 (2) 

𝑏!,'̃ = max{𝑐! − 𝑐'̃, 0}であり，修繕費の差額を表す．𝑢? '̃(𝑡)

は𝑡年度の健全度𝚤の̃割合の期待値であり，Ωの初期状態

𝑤を指定した上で 3.を適用することで得られる． 

保険料の算定は収支相当の原則に基づく．簡単のた

め付加保険料を無視し，純保険料のみを考える．収支相

当の原則下では保険料は，保険料の現価と保険金の現

価が一致するよう算定される．保険料𝑃を期始年払いと

して，原価率を𝑣とすれば保険料の現価は以下である． 
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保険金は期末払いとすれば，保険金の現価の期待値は 
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である．収支相当の原則は式(4)と式(5)が等しいことを

要請し，𝑃はこれを解くことで得られる．保険に加入す

る場合，𝑡年度の維持更新費用𝑚(𝑡)は修繕費と保険料の

和から保険金を引いたものであり，以下で与えられる．

ただし，修繕費は期末に生じるとする． 

𝑚(𝑡) = 𝑣,%&𝐾/! 9𝑃 + 𝑣&𝛾!,/!(𝑡)(𝑐! −𝐵!(𝑡))
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: (5) 

未加入の場合の維持更新費用𝑚)(𝑡)は修繕費のみであり， 

𝑚0(𝑡) = 𝑣,𝐾/!&𝛾!,/!(𝑡)𝑐!
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である．𝑀(𝑡),𝑀)(𝑡)をそれぞれ累計の維持更新費用とし，

𝑀(𝑡),𝑀)(𝑡)のそれぞれの期待値で正規化された標準偏

差を𝜎(𝑡), 𝜎)(𝑡)とする．正規化標準偏差低減率𝜒(𝑡)を 

𝜒(𝑡) = 1 −
𝜎(𝑡)
𝜎0(𝑡) 

(7) 

と定義する．𝜒(𝑡)は維持更新費用の不確実性の低減の程

度，つまりリスクの低減の程度を表現している． 

5. 実証分析 

保険期間は30年間とする．対象の社会基盤施設は500

個の構成要素からなり，その状態は 5 段階の健全度で

評価されるとする．ハザード率𝚯，初期状態𝒘，修繕費

𝒄，管理水準𝒑は表-1に従う．また，𝑣 = 0.99とする．以

上に基づく，30 年間に亘る保険金の期待値の現価は

1,533.9 万円であるため，収支相当の原則より年払い保

険料は 59.6 万円である．さらに，累積の維持更新費用

𝑀(𝑡),𝑀!(𝑡)の平均と上下 5%値の推移を図-1 に示す．

収支相当の原則に従うため，両者の期待値は 2,021.5

万円程度でほぼ一致する．また，𝜎(30), 𝜎!(30)はそれ

ぞれ 0.012, 0.053 であるため，𝜒(30)は 0.78 である．

よって，保険へ加入することにより，本研究における

リスクを大幅に低減できることが確認された． 

6. おわりに 

本研究では，社会基盤施設の劣化過程の不確実性に

起因する維持更新費用の不確実性をリスクと定義し，

パラメトリック型保険の適用によってリスクを低減す

る手法を提案した．多様なトリガーの検討や付加保険

料の考慮，モラルハザードへの対策が今後の課題とし

てあげられる． 
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健全度 𝚯 𝒘 𝒄(万円) 𝒑 

1 0.095 0.80 0.0 1.0 

2 0.057 0.10 0.3 0.3 

3 0.262 0.05 3.5 0.1 

4 0.006 0.05 6.0 0.1 

5 - 0.00 15.0 0.0 

表-1 シミュレーションにあたる諸条件 

図-1 累積維持更新費用の推移 
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